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１．目的  

 少子化社会・高齢化社会による財政の圧迫，社会資本の維持更新ピークへの準備不足，地球温暖化・地震な

どによる災害の増加に対し，土木構造物は効率的な維持管理（補修・補強）が求められる．そこで，老朽化し

た土木施設の補修・補強の優先順位の決定方法について，降雨災害に対する道路の防災を対象に検討を行った．

優先順位を決定するために期待被害軽減便益や費用便益費の考え方を適用し，定式化を行った． 

２．優先順位決定のための指標の決定  

 土木構造物の維持管理に関する優先順位決定方法について既往の文献を調査した結果，優先順位決定に用い

る指標には，①評点化された交通量や構造物の健全度，②リスクの算定，③LCC の改善度，④構造物の健全

度（危険度）などがあった．本稿では、柴崎らの論文 1)の鉄道の降雨災害に対する斜面投資における意思決定

行動分析を行う際に定義された期待被害軽減便益の考え方を道路に適用して検討を行った．期待被害軽減便益

とは，防災投資前後における災害による被害額 Dとその発生頻度 frの積で得られる期待損失 D・frの差で定

義される． 

３．指標の定式化 

 災害が発生する確率を日降水量 Qr(mm/day)の関数として P(Qr)とする．ここでは，日降水量以外の災害要因

と考えられる地盤の性状，対策工の健全度（老朽化程度，補修・補強の残存効果），周辺の災害履歴などの諸

条件による災害発生確率への影響はパラメータ wに代表させる．補修前，基準年 X年における災害発生確率

を PO(Qr)，X＋⊿X年の災害発生確率を wOPO(Qr)とする．基準年の場合，wO=1.0とすれば，発生確率は wOPO(Qr)

として一般化できる．ここで w は⊿X 年経過することによる地盤の風化，対策工の健全度（老朽化，補修・

補強の残存効果），周辺の災害履歴など影響に対する重み付けである．補修後，基準年 X年に補修・補強を実

施した場合の基準年 X年の災害発生確率を PW(Qr) ，補修・補強を実施して X＋⊿X年の後の災害発生確率を

wWPW(Qr)とする．基準年の場合， wW=1.0 とすれば，発生確率は wWPW(Qr)として一般化できる．以上をまと

めると，補修（対策）前の災害の発生確率 PO，補修（対策）後の災害の発生確率 PWは，それぞれ式（1），式

（2）で表すことができる．被害損失の種類には以下の 5項目を考慮した． 
① 土砂の除去・復旧による損失：D1 
② 災害発生時の事故による人身・車両損失：D2 
③ 不通による時間損失：D3 
④ 迂回による走行経費損失：D4 

⑤ 迂回による交通事故増加による損失：D5 

 補修（対策）前の被害損失を DO
n，補修（対策）後の被害損失を DW

n（n=1～5）とすると，各被害損失にお

ける期待被害軽減便益⊿Bn（n=1～5）は表 1により計算することができる． 
 初期建設費用を Ci，運用費用を Cd，維持管理費用を Cm，解体撤去費用を Cfとすると LCCは式（3）となる．

式（3）でコスト Crのリスクを考慮とすると LCCは式（4）表すことができる． 
 
 リスクのコスト Crは，災害発生時の被害損失 Dと災害の発生確率 Pで式（5）として表すことができる．n

は被害損失の種類を示す．リスクを軽減するため費用 Caの対策を実施した場合，対策前の LCCOと対策後の

LCCWを式（6），式（7）と表すことができる． 
 キーワード 補修・補強，優先順位，ライフサイクルコスト，費用便益比 
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 初期建設費用の Ciは対策前後で変わらない．ここで，対

策前後で運用費用 Cd，維持管理費用 Cm，解体撤去費用 Cf

は変わらないと仮定すると式（6），（7）は式（8），（9）と書

き換えることができる． 
 
 
 対策前後の LCCの差⊿LCCは式（10）となる． 
 
 期待被害軽減便益⊿OBは式（10）における CO

r－CW
rに等

しい．従って，式（10）は期待被害軽減便益⊿OBを用いて

式（11）と表すことができる． 
 
 以上より，式（11）と表 1中の⊿Bn（N=1～5）から対策

（補修・補強）前後のライフサイクルコストの差⊿LCC は

式（12）となる． 
 
 
 また，費用便益比は式（13）となる． 
 
 
４．優先順位決定の方法  

 優先順位の決定は期待被害軽減便益の差から求めた式

（12）や，費用便益比 式（13）を指標として決定する事が

考えられる． 

５．まとめ 

 本稿では道路における降雨災害を対象に期待被害軽減便

益や費用便益比の算定方法を検討し，優先順位決定方法への

適用を考えた．式中には，特定できていないパラメータ（w）

が残ってはいるが，道路災害の事例の分析などを行うことに

より，今後，これらのパラメータが推定されるものと考える

ことができる．  
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表 1 期待被害軽減便益 
　土砂の除去・復旧による損失における期待被害軽減便益⊿B1

　災害が発生した際の土砂の除去費：D1removal

　復旧費：D1retrieval

　土砂の除去・復旧による損失：D1

　期待被害軽減便益：⊿B1

　災害発生時の事故による人身・車両損失における期待被害軽減便益⊿B2

　車両損失：D2car

　災害による死亡損失：D2death

　災害による負傷損失：D2inj

　車両事故の発生確率：Pcol

　　(災害が発生した際に自動車が被害範囲に存在する確率)
　災害が発生した際の事故により乗車した人が死亡する確率：Pdeath

　被災した自動車に乗っている人の人数：n
　普通乗用車、バスなどの車種の区別：j（j=1～l）
　災害発生時の事故による人身・車両損失：D2

　災害発生時の事故による人身・車両損失における期待被害軽減便益⊿B2

　不通による時間損失における期待被害軽減便益⊿B3

　対策をしていない場合に災害が発生した際の不通期間（日）：TO

　対策をした場合に災害が発生した際の不通期間（日）：TW

　リンクiにおける車種j の交通量(台／日)：Qtij

　リンクiにおける車種j の走行時間(分)：tij

　車種j の時間価値原単位(円／分・台)：αj

　対策をしていない場合の不通による時間損失：DO
3

　対策をした場合の不通による時間損失：DW
3

　不通による時間損失における期待被害軽減便益：⊿B3

　迂回による走行経費損失における期待被害軽減便益⊿B4

　対策をしていない場合に災害が発生した際の不通期間（日）：TO

　対策をした場合に災害が発生した際の不通期間（日）：TW

　リンクiにおける車種j の交通量(台／日)：Qtij

　リンクi の延長(㎞)：Li

　車種j の走行経費原単位(円／台・㎞)：βj

　対策をしていない場合の迂回による走行経費損失：DO
4

　対策をした場合の迂回による走行経費損失：DW
4

　迂回による走行経費損失における期待被害軽減便益：⊿B4

　迂回による交通事故増加による損失における期待被害軽減便益⊿B5

　対策をしていない場合に災害が発生した際の不通期間（日）：TO

　対策をした場合に災害が発生した際の不通期間（日）：TW

　リンクl における交通事故の社会的損失(千円／年)：AAil

　リンクl における走行台キロ(千台㎞／日)：X1il= Qil×Ll

　リンクl における走行台個所(千台個所／日)：X2il= Qil×Zl

　リンクl における交通量(千台／日)：Qil

　リンクl の延長(㎞)：Ll

　リンクl の主要交差点数 (個所)：Zl

　対策有の場合W 、無しの場合O：i
　対策をしていない場合の迂回による交通事故増加による損失：DO

5

　対策をした場合の迂回による交通事故増加：DW
5

　迂回による走行経費損失における期待被害軽減便益：⊿B5
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αj，βj，AAil算定式は文献 2)を参考 
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